
－ 96－

10－１．年齢別労働力人口

　平成 12年の大阪府の労働力人口は、444万 5,438人で、７年に比べ 4.6％減少しています。
男女別にみると、女性が 1.6％減、男性が 6.4％減と男性の減少が顕著です。年齢別の労働力
率を全国と比較すると、男性は、大きな差がなく推移しているのに対して、女性は、全国よ
りも低水準で推移し、全国との乖離がみられます。

労働力率
　人口に占める労働力人口（就業者に完全失業者を加えた数）の比率です。人口のうち、ど
のくらいが経済活動に関与しているかの度合を示します。年齢別のグラフで女性がＭ字カー
ブを描いているのが欧米各国と比較した日本の特徴とされます。なお、非労働力人口の内訳は、
家事、通学、その他（高齢者など）です。
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10－２．従業上の地位別有業者数

　平成 14年の全国の雇用者（5,473万 3千人）を雇用形態別にみると、平成９年と比べて、「正
規職員」が 398万 5千人減と大幅に減少する一方、「嘱託など」の非正規雇用者が 151万 1千
人増と大幅に増加しています。
　大阪府においても、正規職員が 44万 6千人減と大幅に減少する一方、「アルバイト」、「嘱
託など」の非正規雇用者が、それぞれ、8万 7千人増、11万人増と、増加しており、就業形
態の多様化が進んでいます。

従業上の地位別有業者数（大阪府）
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10－３．就業時間別就業者数

　平成 17年の就業者を１週間の就業時間別の就業者数でみると、全国は、週 35時間未
満の就業者、35時間以上の就業者とも前年比で減少しました。一方、大阪府では、週
35時間未満の就業者、35時間以上の就業者とも、微増となっています。
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10－４．職業別就業者数

　全国の就業者数を職業別にみると、平成 17年に販売従事者、農林漁業作業者が減少
したが、これまで減少をたどってきた生産工程・労務作業者は増加に転じました。なお、

大阪府の各就業者で、全国に比べて割合が高いのは、販売従事者、事務従事者、専門的・

技術的職業従事者等です。
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10－５．派遣労働者数

  大阪府における一般労働者派遣事業登録者数は、平成 15年度まで増加傾向をたどり
ましたが、16年度はやや減少に転じました。
　大阪府における一般労働者派遣事業の許可件数は、14年 786件、15年 998件、16年
1,197件です（各年３月１日現在）。

労働者派遣

　労働者派遣とは、自らが雇用する労働者を、当該雇用関係の下に、かつ他人の指揮命令を
受けて、労働させることをいいます。「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
就業条件の整備等に関する法律」により、特定労働者派遣事業（派遣労働者が派遣元に常時
雇用される労働者のみである労働者派遣事業）は届出により、一般労働者派遣事業（特定労
働者派遣事業以外のもの、主として登録型の労働者を派遣する事業）は許可により行うこと
ができます。
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10－６．主要府県の完全失業率の推移

　完全失業率の推移をみると、大阪府は全国平均より高いものの、近年大きく低下して

います。なお、愛知県、神奈川県は全国を下回る水準で低下しています。
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10－７．年齢別完全失業者数・完全失業率

　平成 17年は、大阪、全国とも前年に比べて、完全失業者数が減少し、完全失業率も低下しま
した。年齢別にみると、15歳から 34歳までの若年層が完全失業者の約半数を占めており、特に
完全失業率は 15～ 24歳が引き続き高い値を示していますが、改善幅は一番大きくなっています。
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10－８．年齢別有効求人倍率

　平成 17年の大阪府の有効求人倍率は、全国水準よりも高い値となり、1を超えました。
また、55歳以上を除く各年齢層が全国水準よりも高い値となっています。

求人倍率
　求職に対する求人の比率をいう。すなわち、求職者一人あたりの求人数を示し、労働力の
量的な需給状況を示す目安として使われています。
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10－９．府内短期大学・４年制大学卒業生の就職率の推移 

　　府内短期大学及び４年制大学卒業者の就職率をみると、前年度に比べ上昇しています。

　とくに男性に比べ女性の就職率が顕著に高まっています。
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10－ 10．現金給与総額

　現金給与総額は、きまって支給する給与（定期給与）と特別に支払われた給与（特
別給与）に分けられます。大阪府の現金給与総額（月額）は、15年に増加しましたが、
16年に再び減少しています。

きまって支給する給与（定期給与）
　労働契約、団体協約、事務所の給与規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定
方法によって支給される給与で、所定外労働給与（時間外手当、休日出勤手当等）を含みます。

特別に支払われた給与（特別給与）
　一時的又は突発的な理由に基づいて、あらかじめ定められた契約や規則等によらないで労働者
に支払われた給与や、あらかじめ支給条件、算定方法が定められていても、その算定が３か月を
超える期間ごとに行われる給与をいいます。また、夏季、年末賞与等のように、あらかじめ支給
条件は定められているが、算定方法が決定されていないものや、結婚手当等の支給条件、支給額
があらかじめ確定していても、非常にまれに支給されるもの等も含みます。
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10－ 11．産業別平均給与総額

　平均給与（所定内給与、月額）を産業別にみると、「金融・保険業」が 362千円と最も高く、「サ
ービス業（他に分類されないもの）」が 304千円と最も低くなっています。また、男女別にみ
ると、男性では「金融・保険業」が最も高く、「サービス業（他に分類されないもの）」が最
も低くなっており、女性では「金融・保険業」が最も高く、「製造業」、「卸売・小売業」が最
も低くなっています。
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10－ 12．年間総実労働時間

　大阪府の平成 17年の年間総実労働時間は 1,843時間で、前年と同じです。ただ、長
期的に見ると、総労働時間は減少傾向にあるといえますが、これには、パートタイム労

働者の増加等が理由として考えられます。
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10－ 13．労働組合員数・推定組織率

　労働組合推定組織率は、19.4％となり、前年度に比べ 0.5ポイント低くなっており、
全国と同様の低下傾向を示しています。
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